

































































































































































4.3パ ラ メ ー タ 推 定
4.3.工
4.3.2




















1つ の空問の中で時間とともに変化する(位 置,大 きさ,重 さ,数 な どの)系
(System),あるいはそれを数式で表現 したものは力学系(DynamicalSystem)と




社会現象の一種 として,ブ ーム現象がある.リ ーマンシ ョックの原因となった
住宅ブームや,最 近では世界中でPok6monGoが流行る等,明 確な定義は難 しい
が思い起こせばいくつも例を挙げることができよう.中桐 ・栗田[10]は,社会的な
ブームに着 目し,微分方程式を用いたモデルを提案 した.ま た,ブ ームに対す る
明確な定義は示 さなかったが,「過去にブームと呼ばれた事象」に対 して提案 した
モデル を適用することによってその妥当性を検討 した.
また,別 の社会現象 として,成 長現象がある.例 えば,数 年の間にスマー トデ
バイスが普及 した り,新 しい言葉がネ ッ トを通 じて拡がっていた りと様々な事象
が挙げ られ,い ずれも身近に感 じることのできる現象である.堀 之内他[3]は,成
長現象を説明するモデル として 「定数項付指数 曲線に段階的成長の考えを取 り入
れたモデル[9]」に注 目し,家電エコポイン ト制度のキャンペーンの影響を受ける
テ レビの消費動向に対 して,キ ャンペーン対象外の商品への影響および季節要因
を考慮 した微分方程式モデルを提案 した.ま た,提 案 したモデルを用いることに
よって販売台数の将来的な予測が可能であることを示 した.
本研究の目的は,微 分方程式を用いたモデルを提案 し,消費者動向を表現す る
ことである.本 研究では,飲 食店利用者および国内PC市 場の異なる2つ の対象
にそれぞれ微分方程式モデルを提案する.ま た,提 案 したモデルに含まれている
パラメータを考察することにより,消費構造に関する示唆を得 るとともに将来的
な予測可能性に関しても検討す る.表L1に 章 ごとの提案モデルの一覧を示す.
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提案モデル ・層別利用状態モデル 一"モ ア ノレ
・固定層統一利用状態モデル
第3章 では,飲 食店利用者を対象として飲食店に対する利用状態を定義 し4つ の
微分方程式モデルを提案する.ま た,パ ラメータおよび飲食店の関係を検討す る
ことにより店舗選択要因の導出やパラメータの推定精度の向上を試みる.第4章
では,国 内PC市 場を対象 としてwindowsXPのサポー ト終了が市場に影響 を与
えると仮定 し2つ の微分方程式モデルを提案す る.
1.2本論文 の構成
第2章 では,本 研究で提案す るモデルに関連 した研究として,成 長現象の微分
方程式モデルおよび社会的なブームの微分方程式モデルについて述べる.第3章
では,飲 食店利用者を対象に予備解析を行い,4つ の微分方程式モデルを提案す
る.ま た,パ ラメータを推定することによって,提 案 したモデルの妥当性を検証
する.さ らに,提 案 したモデルを予測に適用 し,数値実験により評価を行 う.第
4章では,国 内PC市 場を対象に予備解析 を行い,2つの微分方程式モデルを提案
する.ま た,パ ラメ・一タを推定することによって,提 案 したモデルの妥当性 を検











本項では,成 長現象モデル として,階 層構造を有する成長現象の微分方程式モ
デル[9]を取 り上げる.階層構造を有する成長現象の微分方程式モデル(段 階的成
長モデル)と は,成 長が段階的に起こると仮定 し,最 初は全 く無垢だった個体が
時間の経過 に伴い η通 りの性質を有するモデルである.
工場建設を例に挙げると,い きな り工場の建屋が建つのではなく,土 地の購入
や工場用地の整備等,実際にはいくつかの段階を経て工場が建築される.ア、σ)を
工場用地 として購入 された土地の面積 .y,.1ωを工場建設のために整備 された面
積,.y,+2(t)を実際に建設された工場の面積としてその推移を考えると,図2.1上




れる.こ のような現象は定数項付指数 曲線によって説明が可能である.定 数項付
指数曲線 とは,あ る状態の個体数の成長速度が,ま だその状態にはなっていない






























段階的成長モデルでは,こ のパターンの成長が他毅階で起 こると仮定 して式が
立て られる.す なわち,ど の段階の状態も前の段階の成長が発生 した後に発生す
るとい う前提がある.さ らにその成長速度は,あ る時刻に性質 ∫を新たに有する
個体の数は,そ の時点で性質 ∫-1を持ってはいるが,性 質'を まだ有 していな
い個体数に比例するものとする(図2,2).ここで,i段階 目の状態の個体数をン、(t)













段階的成長モデルの微分方程式の一般解は,Cuを 積分定数 とす ると以下の式
で表 され る.
y,(り=8一客 縞 諏(i-1・2・ …・n)・(2・4)
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2.1.2副次 的 成 長 モ デ ル
本項では,成 長現象モデル として副次的成長モデル[8]について述べる.副 次的
成長モデル とは,段 階的成長モデルを基に し,キ ャンペーン期間中およびキャン
ペーン終了後の2つ の期間による,特 定商品の販売台数の変化 とその商品から副
次的に影響を受けた他の商品の販売台数の変化の様子を微分方程式モデルで表現
したモデルである.ゲ ームソフ トの購入を例 に挙げると,ま ずゲーム機本体の購
入者が存在 し,そ の中か らゲームソフ トの購入希望者が出現 し,実 際にゲームソ
フ トが購入 され るといったゲーム機本体の購入者の中から副次的にゲーム ソフ ト
の購入者が現れ るような状況を想定する.
副次的成長モデルでは,商 品2を 購入する過程で,ま ずキャンペーンの影響を
直接受ける商品1の購入者が増加 して,その中から商品2の購入希望者が出現 し,
実際に商品2の 購入量がするとい う副次的成長を仮定す る.ま た,キ ャンペーン





1>:商 品2の 購i入希望率.商 品1の 販売台数ア1(t)に占める,商 品2の 購入
を希望する割合(0≦N≦1)
であ り,上記の定義よりN・ア1のは商品2の 購入希望者を表す.図2.3に示す通
り,キ ャンペーンの影響 を受ける商品1と その影響 を副次的に受ける商品2の 販
売状態が以下のいずれかの状態にあるものと考える.これ らは時間の経過に伴い,
キャンペーン開始前か らキャンペーン期間中,キ ャンペーン期間中か らキャンペ
ーン終了後に移行 してい くものとする.
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状態回 《キャンペーン開始前》:キャンペーンはまだ始まってお らず,商 品の
販売台数は一定量を保っている状態.
状態[b]《キャンペー ン期間中》:キャンペーンが開始 され,時 間の経過 ととも
に(キ ャンペーンの終了が近づ くにつれ相乗
的に)販 売台数が増加 していく状態.
状態[cユ《キャンペーン終了後》=キャンペーンが終了 し,そ の反動か ら急激 に
販売台数が落 ち込んでい る状態.一 定期間後
にキャンペーン開始前の状態に戻る.


















[キャ ンペ ー ン期 間 中(OSt≦T)の とき]
誓 り一b2(s(・)-Yl(t))'(2・5)
響')=B,(ノ>2ツ1¢)-Y、(t)〉(2・6)




な お,解 析 解 は 以 下 の よ うに な る.た だ し,C、,C,,C3お よ びC,は 積 分 定 数
で あ る.
[キャ ンペ ー ン期 間 中(0≦t≦T)の と き]
Yi(t)=5(0)-C1・e-b2t,(2.9)
y・(t)=N・ ・S(・)一篶 ・Cl・e'b・t-C・・e'B・'・(2・1・)








に,季 節変動要因を加 え,微 分方程式モデルで表 したモデルである.
図2.6は季節変動モデルの概念図である.副 次的成長モデルが同心円状で表現 さ






N:商 品2の 購i入希望率.商 品1の 販売台数Yi(t)に占める,商 品2の 購入
を希望す る割合(0≦N≦1)
であ り,上記の定義よりN・y,(t)は商品2の 購入希望者 を表す.図2,4に示す通




状態回 《キャンペー ン開始前》:キャンペーンはまだ始まってお らず,商 品の
販売台数は一定量を保っている状態.
状態[b]《キャンペーン期間中》:キャンペーンが開始 され,時 問の経過 ととも
に(キ ャンペー ンの終了が近づ くにつれ相乗
的に)販 売台数が増加 していく状態.





al(0)Y年4月 の 商 品1の 月 別 売 上 実績 数
al(1)IY年5月 の 商 品1の 月 別 売 上 実績 数
al(11):Y+1年3月の商 品1の 月別 売上 実 績 数
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Zi(t)とa】(ノ)の関係 は 以 下 の よ うに表 せ る.
z・(t)一瑠 〔ノー -d固}













とすると,キ ャンペーンの前後で微分方程式は以下のように表 される.た だし,
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Y1(t)とZ、(t)の関 係 性 は(2.13)式ま た は(2.14)式に 示 す 通 りで あ る.
[キャ ンペ ー ン期 間 中(0≦t≦T)の と きユ
dt










響 ∫L礁 粥 一T)-Y2(t-T)〉(2・18)
な お,解 析解 は以 下 の よ うに な る.た だ し,C,,C,,C,お よびC4は 積 分 定 数
で あ る.ま た,b,≠B2か つb,≠B,と す る.
[キャ ンペ ー ン期 間 中(0≦t≦T)の とき]
y、(t)=a(ル(Z1(0)-C1・e-b・`}(2.19)
Y2(t)=N・ ・ai(ノ)・Zi(・)一謡 ・al(ノ)・Cl・e"B・t-C・・e'B・`・(2・2・)
[キ ャ ン ペ ー ン 終 了 後(T≦t)の と き]
ア1(t-T)ニC,'e　b3(t-T),(2.21)
Y・(t-T)一 矯 ・q・e'"b・('-T)-c・・e'B・(`"T〕・(2・22)

























り,その後短時間で消えて しま うような社会的なブームに着 目し,基本的な 「特
定製品の消費ブーム」の形を把握するために,ブ ームを引き起こす構造 ・メカニ
ズムが存在す るものとし,ご く単純な微分方程式を作成 した.
まず,あ る1つ の製品のブームに関して,や がてはこの製品を消費す るように
なる全ての"顧 客"が,各 時刻において以下のいずれかの状態にあるもの と考え
る(図2.5).
状態1《ブーム前》:ブ ームに乗 らずに対象商品を消費 していない状態
状態2《 ブ ー ム 》:ブ ームに乗 じて商品を消費 している状態
状態3《ブーム後》:商 品に飽 きて消費を止めている状態
状態4《 定 着 》:ブ ームに関係なく単位時間に一定割合で商品を消費 し
続ける状態
時刻tに おいて,それぞれの状態に属する顧客の数を順に ア】(t),Y2(t),Y3(t),










係なく消費を継続す るようになる.さらにここで,これ らの状態変化が どれも 「変
化前の状態にある固体の うち,単 位時間に一定割合の個体が変化を起こす」とい
う一時反応法則に従って生 じると仮定す る.つまり,《ブーム前》状態の顧客の う
ち,単 位時間に割合 わ、のものが 《ブーム》状態に移って製品の消費を始める・
また,《ブーム》状態の顧客の中か ら割合 ち のものが飽きて 《ブーム後》状態 に
移行 して消費を中止 し,割合 ち のものが定常的に消費を続ける 《定着》状態に
移行す るのである.図25に はこれ らの状態遷移が示 されている.
また,パ ラメータを
















ブームが始まる時刻T以 前(t≦T)は,顧 客の総数Sの うち,割 合kが 既
に定着状態にあって製品の消費をしてお り,これ以外は全て製品を消費 していな







ま た,こ れ らは ブ ー ム の 開 始 と 同 時 に,微 分 方 程 式 系(2.24)式,(2.25)式,(2.26)式
お よ び(2.27)式の 時 刻Tに お け る初 期 条 件 と も な る.
2.3本 研 究 の方 向性
本節では,本 研究 と関連研究の関係を述べ,本 研究の方向性を示す.
第3章 では,社 会的なブームの微分方程式モデルを応用 したモデルを2つ 提案
する.そ れにより,ブ ームと呼ぶには非常に小さい市場規模の対象に対 してもブ
ーム的な現象を確認す ることができる.また,モ デルに含まれているパラメータ
および飲食店の関係 を検討することにより店舗選択要因の導出やパラメータの推
定精度の向上を試みる.さ らに,そ れ ら以外に2つ の微分方程式モデルを提案す
る.
第4章 では,予 備解析により季節変動が示 されたことから,季節変動モデルの
考え方を応用 したモデルを外部要因としてタブレッ ト端末の出荷動向の影響を受




第3章 飲食店利用者 を対象 としたモデルの提案
本章では,飲食店利用者 を対象に4つ の微分方程式モデルを提案す る.3.1節で
は,対 象 とす る飲食店利用者および店舗に関す るデータの概要ならびにそのデー
タを基にした予備解析について述べる.3.2節では,提案する4つ のモデルについ
て述べる.3.3節では,提案 したモデルを用いてパラメータを推定 し,モデルの妥






結果として,新 規店舗 とそれ以外の店舗で区別 した週 ごとの延べ利用者数の推移
を示す.
3、Llデ ー タの概 要
本研究では,株 式会社ファナティック[6]の協力の下,フ ァナテ ィックが開発 ・
運用 している 「ぐ一ばる」システム(以後 「ぐ一ばる」 と呼ぶ)の 飲食履歴デー





ァナティックの従業員22名 のみ とした.今 回扱 うデータは閉鎖的な商圏かつ利























表3.1に契約店舗の概要を示す.店 舗A4お よび店舗Blは 同一の店舗である.
このように,店 舗が同 じであるが飲食形態が異なる場合は,本 研究においては別
の店舗 として扱 う.表3.1における利用可能 日は契約後,新 たに利用可能になっ
た 日を示す.表3.1における道のりは株式会社ファナティック東京本社から各店
舗までの最短ルー トであ り,飲食形態が弁当配達の場合はOmと す る.ま た,表
3.1における横断歩道の数は最短ルー トの道の りを進む上で渡 る必要のある信号
のある横断歩道の数を示す.表3.1における単価は追加 日か ら2015年ll月2日
までの利用者飲食単価(税 込)で あ り,飲食店の価格帯を示す.
本節以降,店 舗ごとの利用者数を集計するに当た り,週 ごとの値を集計するこ
ととす る.こ れは,飲 食履歴データは利用 さえあれば毎 日データを集めることが
できるが,店 舗によっては全 く利用がない 日も少なくないためである.ま た,土
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表3.1契約店舗の概要
店舗 飲食形態 利用開始 日 道の り 信号機の数 価格
Al イ ー トイ ン 2014/11/5 350m. 2 789円
A2 イ ー トイ ン 2014/11/25 350m 1 989円
A3 イ ー トイ ン 2014/12/4 230m 2 1055円
A4 イ ー トイ ン 2015/2/26 600m 5 914円
Bl 弁当配達 2015/5/8 一 一 760円
B2 弁当配達 2015/7/1 一 一 430円
日祝 日に休 日出 勤 を して利 用 して い る場 合 もあ った が,非 常 に少 数 で あ った た め
使 用 す るデ ー タか ら除外 す る.週 につ い て は,デ ー タの最 初 の2014年11月4日
が火 曜 日で あ るた め,火 曜 日を起 点 と して翌 月 曜 日まで を1週 間 とす る.す な わ
ち,2014年11月4日(火)か ら2014年11月10日(月)まで を1週 間 と し,以 後2
週,3週,… と数 え,最 終 週 は2015年10月27日(火)か ら2015年11月2日(H)
とす る.な お,年 末年 始(2014/12/28から2015/1/3)はどの店 舗 も利 用 者 数 が"o"
で あ っ たた め外 れ 値 とみ な し,こ の週 を除 い た.表3.2に 解析 に使 用 す るデ ー タ
の週 お よび それ に対 応 す る期 間 を示す.
17
表3.2解析に使用するデータの週およびそれに対応する期間




4 2014/11/25-2014/12/1 29 2015/6/2-2015/6/8
5 2014/12/2-2014/12/8 30 2015/6/9-2015/6/15
6 2014/12/9-2014/12/1531 2015/6/16-2015/6/22
7 2014/12/16-2014/12/2232 2015/6/23-2015/6/29
8 2015/1/6-2015/1/12 33 2015/6/30-2015/7/6
9 2015/1/13-2015/1/19 34 2015/7/7-2015/7/13
10 2015/1/20-2015/1/26 35 2015/7/14-2015/7/20
Il 2015/1/27-2015/2/2 36 2015/7/21-2015/7/27
12 2015/2/3-2015/2/9 37 2015/7/28-2015/8/3
13 2015/2/10-2015/2/16 38 2015/8/4-2015/8/10
14 2015/2/17-2015/2/23 39 2015/8/11-2015/8/17
15 2015/2/24-2015/3/2 40 2015/8/18-2015/8/24
16 2015/3/3-2015/3/9 41 2015/8/25-2015/8/31
17 2015/3/10-2015/3/16 42 2015/9/1-2015/9/7
18 2015/3/17-2015/3/23 43 2015/9/8-2015/9/14
19 2015/3/24-2015/3/30 44 2015/9/15-2015/9/21
20 2015/3/31-2015/4/6 45 2015/9/22-2015/9/28
21 2015/4/7-2015/4/13 46 2015/9/29-2015/10/5
22 2015/4/14-2015/4/20 47 2015/10/6-2015/10/12
23 2015/4/21-2015/4/27 48 2015/10/13-2015/10/19
24 2015/4/28-2015/5/4 49 2015/10/20-2015/10/26
25 2015/5/5-2015/5/11 50 2015/10/27-2015/11/2
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また,3.1.1項で述べたように,利 用者数については表3.2に示 した期間に対応
する週 ごとの値を集計す るが,例 えば,祝 日が全 くない週 と祝 日が2日 ある週で
は利用者数に差が生 じるのは明らかである.そ のため,本 論文では週 ごとの利用
者数を平 日5日 間の利用者数 と定義 し,火曜 日か ら翌月曜 日まで土 日を除 く5日
間に祝 日があ り,平 日が5日 未満の週については(3.1)式に示す式で利用者数を補
正する.以 後,こ の値を週 ごとの利用者数の実測値 として使用する.
(轍 の値)=(諾瑠 骸)×5・ (3.1)
3、L2週ごとの延べ利用客数
図3.1に週 ごとの延べ利用者数の推移を示す.こ こで延べ利用者数 とは,複 数
店舗における週 ごとの重複を許す利用者数 とい う意味であり,以後 もこの意味で
用いる.縦 軸は週 ごとの延べ利用者数を表 し,横 軸は表3.2に示 した期間に対応
する週 を表 している.図3.1に示す ように,週 ごとに延べ利用者数は異なってい
ることがわかる.特 に利用可能店舗が増加 した週における利用者数が前週 より増
加 していることがわかる.また,24週目における総利用者数が他の週に比べて少































図3.2に新規店舗 とそれ以外の店舗で区別 した週 ごとの延べ利用者数の推移 を
示す.縦 軸は週ごとの延べ利用者数を表 し,横 軸は表3.2に示 した期間に対応す
る週を表 している.こ こである時点において利用開始 日が最も遅い店舗を新規店
舗 と呼ぶ.例 えば,2015/2/26時点においてA4は利用開始 目が最も遅いため新規
店舗 となる.図3.2において,赤 色の■,緑 色の△,紫色の×,黄色の,榿 色の
禽および青色の◆のマーカー付きのグラフはそれぞれ店舗A1,A2,A3,A4,B1
およびB2が 新規店舗のときの利用者数を表 している.■ マーカー付きの黒いグ
ラフは新規以外の全ての利用店舗の延べ利用者数を表 している.図3.2中の灰色
のグラフは全て新規店舗の延べ利用者数を表 してお り,途 中からはじま りかつ途
























用 されなくなっている傾向がわかる.ま た,図3.2において,マ ーカーのない黒
色の直線は,新 規以外の店舗のグラフの近似直線を表 している.こ の近似直線 か




週 より増加 していることが示 された.そ こで本節では,そ の特徴を反映 し,利 用









すなわち,状 態0,状 態1,…,状 態nの(n+1)状 態が顧客の取 りうる状態で
ある.ま た,店 舗 ηが新規店舗 となる.
時刻'に おいてそれぞれの状態に属す る顧客の数を ア⑪ω および ア,(∫)と置





また,時 刻 ∫,を店舗 ∫が利用可能になる時刻 とする(た だし,',窟≦噛),
























例 えば,y。(t)の変 化 率 は(3.3)式の よ うに表 され るが,こ れ は未 利 用者 の うち割 合
bo1,b。,およびb。,の 割 合 でそ れ ぞれ 店 舗1,店 舗2お よび 店 舗3を 利 用 す る よ
うに な った こ とを示 す.(3.4)式,(3.5)式お よび(3.6)式も同様 に して得 られ る.た だ
し,(3.3)式,(3.4)式,(3.5)式お よび(3.6)式の各 パ ラ メー タの意 味 は次 の 通 りで あ る・
わ。,:単位 時 間 内 に店舗'の 利 用 を 開始 す る未 利 用者 の割 合(負 の 場 合 は,店 舗
∫の利 用 者 の うち どの店 舗 の利 用 も中止 した顧 客 の割 合)
bり1単位 時 間 内 に店舗iの 利 用 を 中止 し店舗 ノ の利 用 を開始 す る利 用 者 の 割
合(負 の場 合 は,店 舗 ノ の利 用 を 中止 し店舗iの 利 用 を開始 す る利 用 者
の割 合)
また,(33)式,(3.4)式,(3.5)式お よび(3.6)式はtn≦t≦tn+1にお い て,以 下 の よ
うに一 般 形 に拡 張 され る.
弩 り=-Gl+b・ ・+…+b・n),y・(t)'(3・7)
の 、ω =bo,,]Vo(り+…+わ(,_1),.y卜1(の一(b、(,+1}+…+b,n)ア,(の(iニ1・2・… ・n-1)・(3・8)dt
軌 ω=b
Onアo(t)+b2nア2(t)+_+b(n_i)nYn_i(t)-bniアn(t)・(3・9)dt
店 舗iが 利 用 可能 に な る時刻ttに 顧 客(未 利 用 者 と利 用 者 の総 称)の 総 数S
の うち,契 約 以 前 に知 っ てい る等,延 べ利 用 者 数X,が す で に店 舗'を 利 用 して







(3.10)式お よび(3.11)式はt,≦t≦tt.1にお け る微 分 方程 式 系 の初 期 条 件 で あ る.
(3.3)式,(3.4)式,(35)式お よび(3、6)式にお い て 注意 す べ き こ とは,こ れ らの式 を
加 え合 わせ る と,
鰹 り=αk≡o (3.12)
が成立することである.これはn・3に おいて(3.2)式の両辺をtで 微分 した式と
一致することを意味 してお り,顧客の総数が一定値を保つとい う仮定に対応 して




となる.す なわちパ ラメー タを推 定す るのに必要な実デー タも少 な くとも
n(n+1)f2になるため,店 舗数が多 くなるほど実用が難 しくなる.ま た,そ れに




ラメータも増加 し複雑な式になる問題点が生 じた.そ こで本項で提案するモデル
は,新 規店舗以外の利用者動向に大きな変化がない と仮定し,新規店舗の利用状

















状 態1:店 舗1,2,...,n-1を利 用している状 態
状 態21新 規 店舗nを 利 用 している状 態
時 刻tに お いて それ ぞれ の状 態 に 属す る顧 客 の数 を ア。(t),Yl(t)およびY2(t)
と置 く,こ こで は,顧 客 の総 数 は 一 定値 ε を保 つ と仮 定す る.す な わ ち,い か な













例 え ば,y。(t)の変 化 率 は(3.14)式の よ うに表 され るが,こ れ は未 利 用 者 の うちb。、
の割 合 で店 舗1,2,...,n-1を利 用 し,新 規店 舗nの 利 用者 の うちb2。 の割 合 で
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店 舗 の利 用 を 中止 す る よ うに な った こ と を示 す.(3.15)式お よび(3.16)式も同様 に
して得 られ る.た だ し,(3.14)式,(3.15)式お よび(3.16)式の各 パ ラ メー タの意 味 は
次 の通 りで あ る.
b。1:単位 時 間内 に店舗1,2,_,n-1の 利 用 を 開始 す る未 利 用 者 の割 合(負 の
場 合 は,店 舗1,2,..,,n-1の利 用者 の うち どの店舗 の利 用 も 中止 した顧
客 の割 合)
bl2:単位 時 間内 に店舗1,2,...,n-1の利 用 を 中止 し店舗nの 利 用 を 開始 す る
利 用 者 の割 合(負 の場合 は,店 舗nの 利 用 を 中止 し店舗1,2,..,,n-1の
利 用 を 開始 す る利 用者 の割 合)
b,。:単位 時 間 内 に店舗nの 利 用 者 の うち どの 店舗 の利 用 も 中止 した 顧 客 の割
合(負 の場 合 は,店 舗 η の利 用 を 開始 す る未 利 用 者 の割 合)
(3.14)式,(3.15)式お よび(3.16)式にお い て注 意 す べ き こ とは,こ れ らの式 を加 え
合 わせ る と,
毒弩')=α (3.17)
が成立することである,これはn=3に おいて(3.2)式の両辺 をtで 微分 した式 と
一致することを意味 してお り,顧客の総数が一定値を保つ とい う仮定に対応 して
いる.ま た,(3.13)式か らその値はSと なる.
本提案モデルは店舗毎利用状態モデル と異なり,パ ラメータ数が常に3で ある




3.2.1項お よび3.2.2項で提案 したモデルは,新 規店舗が利用可能になる以前の
動向を表現することが不可能なモデルであった.本 項では,店 舗数の増加 にかか
わ らず顧客を新規店舗の契約 を機に衝動的な利用が促 される人(非 固定層)お よ
びそ うでない人(固 定層)に 層別することによりその問題点の改善を試みた.本
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、〆〆
が利用可能になる前,が 利用可能になる'が 剰用可能になった 時聞が績過する'が 利用可能になって





























































」 ■■■■■山'山・曽}… 一 盟 曹盟 謄■
図3.5層別利用状態モデルの状態遷移図
提案モデルでは,新 規店舗の契約を機に新規店舗の衝動的な利用が促 され ると仮
定す る.ま た,新 規店舗が利用可能になる直後の動向がブーム的な現象に感 じら
れ ることから,社 会的なブームの微分方程式[8]を応用 した.
本提案モデルにおける顧客の状態遷移を図3.5に示す.こ こで図3.5における










1-1のいずれかあるいは全てを利用 してお り,非 固定層の顧客はいずれも利用 し
ていない.各 時刻において,顧 客は以下のいずれかの状態にあるもの と考える.
状態1:店 舗1,2,...,1のいずれ も利用 していない状態
状態2:状 態1の 顧客の うち店舗 ∬が利用可能になった直後に店舗1を 利用
し始める状態
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状 態3:状 態2の 顧 客 の うち店 舗1を 利 用 しな くな った 状 態
状 態4:状 態2の 顧 客 の うち店 舗 」を定 期 的 に利 用 す る よ うに な っ た状 態
状 態5:契 約 店舗 増 加 の前 後 で店舗1,2,...,1のい ずれ か を利 用 し続 け る状態
時 刻tに お い てYi(t),Y2(t),Y3(t),Y4(t)およびY5(t)はそ れ ぞ れ 状 態1,
状 態2,状 態3,状 態4お よび状 態5の 顧 客数 で あ る.ま た,顧 客 の 総数 は一 定値





次に,新たな契約店舗の利用可能時刻をt=Tと すると,時刻T以 後に起 こりう
る顧客の状態変化は以下のいずれかであると仮定す る.







て新規店舗1を 利用す るようになる.Yl(t)の変化率は(3.19)式のように表 される.
これは店舗 ∬が利用可能になる前後で,いずれの飲食店も利用 していない非固定

















ただ し,(3.19)式,(3.20)式,(3.21)式,(3.22)式お よび(3.23)式の各パ ラメータb,,
b,およびb3の 意味は次の通 りである.
bl:単位時間内に新規店舗の契約を機 に店舗1の 利用 を開始する非固定層の
割合で,顧 客の熱 し易さを表す.
b,1単位時間内に飲食店に飽 き,利 用を中止する非固定層(一旧寺利用)の 割合
で,冷 め易さを表す.
b,:単位 時間内に飲食店を気に入 り定期的な利用 をするようになる非固定層
(一時利用)の 割合で,定 着 し易さを表す.
なお,これ らのパ ラメータの値は,モデルの構築の際の想定と考え合わせると,







また,わ、については,も ともとの飲食店利用者に対 して 「需要の反動減」の よ
うな状況を想定 して負の値もある程度許容 されることとする.
時刻T以 前('≦T)は,顧客の総数Sの うち,割合kが すでに定期的に飲食













ま た,こ れ ら は 時 刻Tに お け る 微 分 方 程 式(3.19)式,(3.20)式,(3.21)式,(3.22)式
お よ び(3.23)式の 初 期 条 件 と も な る.
(3.19)式,(3.20)式,(3.21)式,(3.22)式お よ び(3、23)式に お い て 注 意 す べ き こ と は,
これ ら の 式 を加 え合 わ せ る と,
辮)=α (3,32)
が成立することである.こ れは(3.18)式の両辺 をtで 微分 した式 と一致すること
を意味 してお り,顧客の総数が一定値を保つ とい う仮定に対応 している.ま た,
(3.18)式からその値はSと なる.
このモデルは3.2.1項で提案 した店舗毎利用状態モデル と異なり,パ ラメータ






顧客を区別せずに扱 うモデルである.す なわち,3.2.1項で提案 した店舗毎利用状
態モデル と異なり,新規店舗の契約 を機に新規店舗だけでなく全ての店舗に対 し
て衝動的な利用が促 されると仮定したモデルである.
本提案モデルにおける顧客の状態遷移を図3.6に示す.こ こで図3.6における











































































1-1のいずれかあるいは全てを利用 してお り,非 固定層の顧客はいずれ も利用 し
ていない.各 時刻において,顧 客は以下のいずれかの状態にあるもの と考える.
状態1:店 舗1,2,_,1のいずれも利用 していない状態
状態2:状 態1の 顧客の うち店舗1が 利用可能になった直後に店舗1,2,_,1
のいずれかの飲食店を利用 し始める状態
状態3:状 態2の 顧客の うち店舗1,2,...,∬のいずれ も利用 しなくなった状態
状 態4:契 約 店 舗 増 加 の前 後 で 店舗1,2,...,1のいず れ か を利 用 し続 け る状 態
あ るい は状 態2の 顧 客 の うち定期 的 に店 舗1,2,...1のい ず れ か を利
用 す る よ うに な った 状態
時刻tに お い て ンi(t),Y2(t),Y3(t)およびY4(t)はそれ ぞ れ 状 態L状 態2,

















される.これは店舗1が 利用可能になる前後で,いずれの飲食店 も利用 していな



















b,1単位時間内に飲食店に飽き,利 用 を中止する非固定層 ← ・時利用)の 割合
で,冷 め易さを表す.
ち:単 位時間内に飲食店を気に入 り定期的な利用をす るよ うになる非固定層
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(一時利用)の 割合で,定 着 し易 さを表す.
なお,こ れ らのパ ラメータの値は,モ デルの構築の際の想定と考え合わせ ると,
3.2.1項で提案 した店舗毎利用状態モデル と同様に,(3.24)式,(3.25)式および(3.26)
式に示 した範囲で設定 してお くことが自然である.
また,b3については,も ともとの飲食店利用者 に対 して 「需要の反動減」のよ う
な状況を想定 して負の値 もある程度許容 されることとす る.
時刻T以 前(t≦T)は,顧 客の総数Sの うち,割 合kが すでに定期的に飲
食店を利用 してお り,それ以外の顧客は飲食店を利用 していないと想定する.す









ま た,こ れ らは 時刻Tに お け る微分 方程 式,(3.34)式,(3.35)式,(3.36)式お よび
(3.37)式の初 期 条件 ともな る.
(3、34)式,(3.35)式,(3.36)式お よび(3.37)式に お い て 注意 す べ き こ とは,こ れ らの
式 を加 え合 わせ る と,
悠')一 αk=1
(3.42)
が成立す ることである.こ れは(3.33)式の両辺をtで 微分 した式 と一致すること







3.3パ ラ メー タ推 定
本節では,パ ラメータを推定 し,提案モデル を実データに当てはめ,十 分良い近




当てはま りの良さを判断することにした.ま た,本 研究では,「ぐ一ばる」システ
ムを利用可能な従業員が22名登録されてお り,1週間に平 日が5日 あるため,1
週間の顧客の総数をS=110(=22x5)と設定 した.
3.3.1店舗毎利用状態モデルを用いたパラメータ推定
店 舗 毎 利 用 状 態 モデ ル につ い て,今 回 は一 般 解 が複 雑 に な り過 ぎた た め,契 約
店 舗 数 が3の 場 合,す なわ ち14週 目ま で の デー タ のみ を使 用 して推 定 した.表
3.3にパ ラ メー タb。1,b。2,b。3,bl2,b23およびb31の 推 定結 果 を示 す.IY,を
時刻tに お け る実 測値 とす る と,推 定値 はYi(t)+Y2(t)+.Y3(t)で計 算 され るた め,
t3≦t<t4にお けるパ ラ メー タbei,b⑪2,b。3,bi2,b23およびb31は 以 下 の よ う





して,店 舗毎利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は週 ごとの延べ
利用者数 を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応す る週を表 している.図35よ










































して,新 規店舗毎利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は週 ごとの
延べ利用者数 を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週を表 している.図
3.8より,視察による当てはま りの程度は良い とはいえないが,顧客の利用動向に
対 して時間の経過 とともに減少傾向とい う大まかな傾向は表現できている.
35
表3.4膚別利用状態モデルのパラメー タの推定結果
店舗' 4, 612 6,。
3(5週一14週) 0,863 5,755 0,122
4(8週～24週) 0,003 0,054 0,639
5(18週・62週) 0,012 0,048 1,306
6(27週遇o週) 0,043 0,832 0,217
図3.9に店舗A4が 新 しく利用可能になる前後である第15週～24週の延べ利用
者数に対して,新 規店舗毎利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は
週ごとの延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週を表 して
いる.図3.9より,実データとの重ね合わせた結果,視 察による当てはまりの程
度は良いといえ,利 用可能な飲食店が増加 した ときに延べ利用者数が増加する現
象がブーム的な現象であるといえる.
図3.10に店舗Blが新 しく利用可能になる前後である第25週～32週の延べ利用
者数に対 して,新 規店舗毎利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は




者数に対 して,新 規店舗毎利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は


















































































































表35に おいて,2列 目は店舗A2お よびA3が 利用可能になる前後,す なわち
次の店舗A4が 利用可能になるまでの期間(3週～14週)のデ・一一・タを利用 したパ ラ
メータの推定結果を示 している.3列 目および4列 目も同様である.な お,店 舗
A2およびA3の 契約時期が1週 間 しかずれてお らず,店 舗A2が 利用可能になる
ことによる延べ利用者数の急激な増加の影響が残ったまま店舗A3が 利用可能に
なったため,こ れ ら2つ の新規契約 を1つ のイベ ン トとして捉えることにした.
図3,16に店舗A2お よびA3が 新 しく利用可能 になる前後である3週 一14週の
延べ利用者数 に対 して,層 別利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸




店舗' 61 62 63
2,3(5週～14週) 0,863 5,755 0,122
4(8週塗4週) 0591 2,485 0,067
5(18週弓2週) 0,347 2,155 0,057
6(27週・60週) 0,436 0,699 0,108
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る当てはま りの程度は良いとはいえない.
図3.13に店舗A4が 新 しく利用可能になる前後である第8週 ～24週の延べ利用
者数に対 して,層 別利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は週 ごと
の延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週を表 している.
図3.13より,実データとの重ね合わせた結果,視 察による当てはま りの程度は良
い といえ,利 用可能な飲食店が増加 したときに延べ利用者数が増加する現象がブ
ーム的な現象であると考えられ る.
図3,14に店舗B1が新 しく利用可能になる前後である第18週～32週の延べ利用
者数に対 して,層 別利用状態モデルを用いて推定した結果を示す.縦 軸は週 ごと
の延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応す る週を表 している.
図3.14より,時間の経過 とともに減少傾向とい う大まかな傾向は表現できている
が,実 測値 より大きく推定して しま う傾向があり,視察による当てはまりの程度
は良い とはいえない.
図3.15に店舗B2が新 しく利用可能になる前後である第27週～50週の延べ利用
者数に対 して,層 別利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は週 ごと
の延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週を表 している.
図3.15より,実データとの重ね合わせの結果,実 データの細かい増減を除けば時
間の経過 とともに減少するとともに収束 していく様子については表現できている











































































































メータ わ、,わ、お よび わ、の推定結果を示す.耳 を時刻'に おける実測値 とす る








表3.6において,2列 目は店舗A2お よびA3が 利用可能になる前後,す なわち
次の店舗A4が 利用可能になるまでの期間(3週～14週)のデータを利用 したパ ラ
メータの推定結果を示 している.3列 目お よび4列 目も同様である.な お,店 舗
A2およびA3の 契約時期が1週 間 しかずれてお らず,店 舗A2が 利用可能になる
ことによる延べ利用者数の急激な増加の影響が残 ったまま店舗A3が 利用可能 に
なったため,こ れ ら2つ の新規契約を1っ のイベン トとして捉えることに した.
図3.16に店舗A2お よびA3が 新 しく利用可能 になる前後である3週 ～14週の
延べ利用者数に対 して,固定層統一利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.
縦軸は週 ごとの延べ利用者数を表 し,横 軸は表3.2に示 した期間に対応する週を
表 している.図3.16より,実データとの重ね合わせの結果,顧 客の利用動向に対
して時間の経過 とともに減少傾向とい う大まかな傾向は表現できているが,視 察
表3.6固定層統一利用状態モデルのパラメータの推定結果
店舗' δ1 62 63
2,3(3週～14週) 0,488 4620 0,069
4(8週～24週) α630 2,253 0,OlO
5(18週一32週) 2,453 3,986 0,076
6(27週・る0週) 0,421 1,161 0,086
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による当てはまりの程度は良いとはいえない.
図3.17に店舗A4が 新 しく利用可能になる前後である第8週 ～24週の延べ利用
者数に対 して,固 定層統一利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す.縦 軸は





者数に対 して,固 定層統一利用状態モデル を用いて推定 した結果 を示す.縦 軸は
週 ごとの延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週 を表 して
いる.図3.18より,実データとの重ね合わせ の結果,実 データの急激な増減 を除
けば当てはま りの程度は良い といえる.
図3.19に店舗B2が新 しく利用可能になる前後である第27週～50週の延べ利用
者数に対 して,固 定層統一利用状態モデルを用いて推定 した結果を示す,縦 軸は
週ごとの延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期間に対応する週を表 して

































































































3.3.5パ ラ メv-一・タ に 関 す る 考 察
7Q3.4のb,。が 全 て 正 で あ る こ とか ら,新 規 店舗 が利 用 可能 に な っ てか ら利 用
者 が減 少 す る こ とが 読 み 取れ る.こ の傾 向 は,図3.8,図3.9,図3.10および 図3.11
か ら も確 認 で き る.
表3.5お よび 表3.6のb1の 値 が 全 て 正 で あ る こ とか ら,契 約 店舗 の増 加 が=衝
動 的 な利 用 に影 響 を与 えて い るこ とが どの店 舗増 加 時 にお い て も読 み 取 れ る.ま
た,b2の 値 が 全 て正 で あ る こ とか ら,衝 動 的 な利 用 の後 に利 用 をや め る傾 向 に あ
る こ とが どの店 舗増 加 時 にお いて も読 み 取れ る,さ らに,b,の 値 が 全 て正 で あ る
こ とか ら,契 約 店舗 増 加 前 後 で延 べ利 用 者 数 の水 準 が増 加 して い る こ とが どの 店
舗 契 約 時 にお い て も読 み取 れ る.そ して,こ れ ら全 て の傾 向 は 図3.12,図3.13,
図3.14および 図3.15ならび に 図3.16,図3.17,図3.18および図3.19からも確 認
す る こ とが で き る.
3.4予測へ の適用
本節では,パ ラメータの推定に関して考察を行い,そ れ を基に利用者数の予測
へ適用す る.ただ し,店舗毎利用状態モデルのパラメータb。1,b。2,b。3,bl2,b23
お よびb31な らびに新規店舗毎利用状態モデルのパ ラメータb。pbl2および
b,。はある店舗を利用 しているかどうか以外の意味を有 していない.ま た,3.3節




表現できるか どうかを確認す るために,各 パラメータb,,b,およびb,は 契約
店舗増加後の値を全て用いてなるべ く当てはま りの良い値を最小二乗法で求めた.
ここでは予測のために,な るべく少ない値から契約店舗増加後の利用者数を予測
するための方法を考える.そ れには2つ の方法が考えられ る.1つ 目は3.3節と
同様に契約店舗増加後数週の過去データを用いることである.本 研究で用いたモ
デルでは,パラメータの数は3つ であるか ら契約店舗増加後少なくとも3週(t=T,
T+1お よびT+2)の 値があれば推定することが可能になる.し か し,契約店舗
47
増加前後の利用者動向は変化が大きく,過 去3週 分のデータだけでは不十分であ
る可能性がある.ま た,こ の場合最も予測 したいのは契約店舗増加直後の動向で
あるが契約店舗増加直後の3週 のデータを用いることでこれが不可能になってし
ま う.2つ 目は過去の契約店舗増加時のパラメータから各パラメータを推定する
ことである.パ ラメータb、,b,およびb,は それぞれ熱 し易さ,冷 め易 さおよ
び定着 し易さを表 してお り,これ らは新 しく利用可能になる飲食店ごとの特性値
(アクセスの しやす さ,価格帯等)か ら導出できる可能性がある.ま た,こ こで





る.そ こで新規店舗 とそれ以外の店舗の特性値 との差を考慮することにした.表
3.7に新規店舗の特性値 と既存店舗の平均値 との差を示す.表3.7に新規店舗の特
性値 と既存店舗の平均値 との差を示す.例 えば,店 舗数の変化が"3→4"の道の
りの値"290.0"は,新規店舗であるA4が 既存の3店 舗 と比較 して平均290.Om
遠い地点に存在することを意味してお り,
表3.7新規店舗の特性値とそれ以外の店舗の平均値との差
店舗' 道の り 価格 信号機の数 飲食形態
2,3(3迅14週) 一60.0 233.0 一〇50 0.0
4(8週・44週) 290.0 一30.3 3.33 0.0
5(18週一32週) 一382.5 一176.8 一2.50 1.0
6(27週・珊 週) 一306、0 一471.4 一2.00 0.8
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表3.8パラメータの推定値と特性値の相関係数
道の り 価格 信号機の数 飲食形態
6 一〇.440 一〇.093 一〇.365 0,604
6、 0,Ol2 0,829 一〇.062 一〇.269
4 一〇.908 一〇.709 一〇.900 0,805
(A4の道 の りの 値)一(Al,A2およびA3の道 の りの 平均 値) (3.49)
すなわち,
6・一〔350+¥to+230〕 (350)
で 算 出 す る.ま た,店 舗 数 の 変化 が"1→2,3"の 道 の りの値"-60.0"は,A2と
A3が 連 続 して利 用 可 能 にな っ た事 象 を 同一 の イベ ン トとみ な し,




で算出する.同 様に,他 の全ての値が算出され る.ま た,飲 食形態はイー トイ ン
を"0"な らびに弁当配達を"1"と し,飲食形態が弁 当配達の道の りおよび信号
機の数はともに"0"と した.
表3、8にパラメータの推定値b,,b,およびb,と 新規店舗の特性値 と既存店
舗の平均値 との差 との相関係数を示す.表3.8から読み取れる特徴 として,b,が
飲食形態を正の相関を示 しているため,同様に熱 し易さを表すパラメータわ、も飲
食形態 と正の相関を示す と考えられる.また,b,が価格 と強い正の相関を示 して
いるため,同 様に冷め易さを表すパラメータ ち も価格 と強い正の相関を示す と
49
考えられる.さ らに,b3が飲食形態 と強い正の相関な らびに道の り,価格および
信号機の数 と強い負の相関を示 しているため,定 着 し易 さを表すパラメータ ち











形態が10%有意であることから飲食店 の特牲 値か ら冷 め易 さのパラメータb,
を推定できる可能性がある.表3.11より,調整済み決定係数が0.915と大きく,
選択 された変数の有意確率も5%有 意であることより飲食店の特性値から定着 し
易さのパラメータb,を 推定できる可能性がある、これ らの結果か ら,以下のこ
とが示 され る.
■ 利用可能直後は価格を気にしないで利用 していても,価 格が高いほど継続
的な利用は しにくい,す なわち冷め易い
● 信号機の数が多いほど,す なわち物理的にアクセス しにくいほど利用客が
定着 しにくい





ことで熱 し易 さのパ ラメータb,を 推定することができるようになる可育旨性も考
えられる.また,3つのパラメータ全てを特性値から推定できなかった場合でも,
例えば,3つ の うち1つ のパ ラメータのみ特性値か ら推定できなかった場合,そ
の残 りの1つ のパラメータは契約店舗増加後少なくとも1週 の値か ら予測できる
50
ため,よ り早い段階で予測を行 うことができるとい う利点がある.
これを利用 し,予測に適用する.
4.32項 で は,





飲食形態 1,346 1,819 0,320






単価 L510 14,144 0,045
飲食形態 0,953 8,928 0,071





信号機の数 一〇.971 一5 .788 0,029
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3.4.2予測 ・評 価
本項では,3A.1項で示 したパラメータと飲食店の特性値 との関係性を利用 し,
パ ラメータを推定 した後,新 しく利用可能な店舗が増加 した ときの利用者数の予
測 を行い,予 測結果 と実測値 との比較を行 う.
表3.12にb,およびb,を 重回帰式で推定 した値を示す.b,は,3.3節で示 し
たとお り特性値から推定する事が困難であると判断 し,重 回帰式での推定を行わ
なかった.したがって,b,は契約店舗増加以後のデータを使用 し最小二乗法で推







表3.12b2およびb3の推 定 結 果(重 回帰 式)






















図3.20にブーム以後3週 間の値を使用 した提案手法 と最小二乗法のみの手法の
予測結果を示す.縦 軸は週ごとの延べ利用者数を表 し,横軸は表3.2に示 した期
間に対応す る週を表 している.図3.20より,最小二乗法のみの手法は契約店舗増
加以後3週 間の推移を単純に延長 したような推移であるのに対 し,提案手法では
十数週間にわたる トレン ドや週を経 るにつれて契約店舗増加が収束す る様子を予
測する事が出来ているといえる.
表3.14に提案手法お よび最小二乗法のみのMAPE(%)を示す.表3」4に おい
て,最 小二乗法のみでは契約店舗増加以後2週 間の値か らは予測値 を算出できな
いため,該 当す るMAPEについては未算出となる.予測の結果,契 約店舗増加後
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2週 目の時点においては提案手法のみが予測値を算出できている上,契 約店舗増




本章では,国 内PC市場を対象に2つ の微分方程式モデルを提案す る.4.1節で
は,対 象 とす るPCの 国内出荷台数に関するデータの概要およびそのデータを基
にした予備解析について述べる.4.2節では,提案す る2つ のモデルについて述べ




本節では,本 研究で使用するデータおよびそのデータを使用 した予備解析 につ
いて述べる.4.1.1項では,使 用す るデータの概要について述べる.4.1.2項では,
予備解析結果 として,Hご とのPCの 国内出荷台数を示す.4.1.3項では,予 備解
析結果 として,四 半期ごとのパソコンおよびタブレッ ト端末の国内出荷台数の推
移 を示す.
4.1.1デー タ の 概 要
2013年4.月9日,WindowsXPのサポー ト(以下,サ ポー トとする)が2014年
4月9日 に終了す ることが 日本マイクロソフ ト社より告知 された[4].windowsxP
は,2001年10月の発売以来,10年以上も利用 され続けてきた製品であ り,そ の
間サポー ト期間の延長 もされてきたが,延 長サポー トも終了す るとい うことで改






よびタブレッ ト端末の国内出荷台数に関す るデータを使用 した.集計期間は2007
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年4月 ～2016年12月で あ る.な お,集 計期 間 の うちサ ポ ー ト終 了 の影 響 が あ る
の は,告 知 が あ った2013年4月 以 降 で あ る.ま た,断 りが な い 限 り,パ ソ コ ンは
デ ス ク トップお よび ノー ト型 の どち らも含 む もの と し,タ ブ レ ッ ト端 末 に 関 して
はパ ソコ ン とは別 の もの とす る.ま た,サ ポ ー ト終 了 の告 知期 間 は2013年4月 か





ている.ま た,サ ポー トが終了する2014年4月以降は出荷台数が減少 し,2016
年10月 まで全体的には減少傾向にある.さ らに,月 ごとの変動に特徴が見られ
る,最 も顕著なのは3月 で,年 度内の出荷台数が最大になる傾向を示 している.





















厄耳[¢ 【¢[¢[皿1理lm[¢ 皿1[暖 【碇 賦[皿[肛;[1]皿=皿=肛 度 〔匡 皿1【ロ1皿=[碇 皿=皿 τ皿1[皿[E〔 町[皿[皿 皿こ[E[m皿=[m【 疋 皿 皿1
一† 「、e-一d-「 ㌔:一 一トr㍉=一 「† 「 〇 一 「fr・;一 〒†FO-T† 嘲 こ}一 『 「㌔ ζ 一 ・一t[O一 可 卜e




図4.2に四半期 ごとのパソコンおよびタブレッ ト端末の国内出荷台数の推移 を
示す.縦 軸は出荷台数,横 軸は時間を表す.た だ し,パ ソコンはデスク トップPC
お よびノー ト型PCそ れぞれの出荷台数を示す.タ ブ レッ ト端末の出荷台数が
2012年度以降のみであるのは,そ れ以前のデータがないためである.図4.2に示
す ように,windowsXPが対応 していないタブレッ ト端末においてはサポー トが
終了する2014年4月以降も含めて2012年度以降出荷台数が増加傾向にある.こ
のことから,2013年度のPCの 国内出荷台数の増加および2014年度以降の減少























































































































































































4.1節の予備解析において,サ ポー ト終了が告知 されてか ら出荷台数が増加 し,
サポー ト終了後出荷台数が減少 していることがわかった.ま た,月 ごとの変動に
特徴があることもわかった.そ こで本節では,そ れ らの特徴を反映 し,季節変動
を考慮 し,か つサポー ト終了前後の出荷台数の増減を表す2つ の微分方程式モデ
ルを提案する.まず,PCの出荷状況が以下のいずれかにあるものとする.これ ら














本項では,月 変動モデルを提案する.こ れは,成 長現象を表すモデルの中でも
比較的単純な定数項付指数モデルに月変動を反映させたモデルである.
この提案モデルでは,サ ポー ト終了の告知によりPCの 出荷台数が増加 し,サ
ポー ト終了後の反動で出荷台数が減少すると仮定する.す なわち,月 変動を除け
ばサポー ト終了以外の影響は受けないと仮定する.た だし,サ ポー ト終了告知の





[b]告知 期 間 中
(0≦t≦T)







Z,(t):時刻tに お け るPCの 出荷 台数 にY年 度 の月 変 動 を考 慮 した値
(Y=2007,2008,._,2012)
.y(t):時刻tに お け るPCの 出荷 台 数
ay(ノ):告知 を 開始 す る前 のy年 度 の ノ 月 の 出荷 台数(ノ=1,2,…,12)
で あ る.な お,告 知 前 の 月別 出荷 台 数 は 告知 時 には 既 に決 ま っ て い る た め,αア(ノ)
は 常 に 定数 で あ る.α ア(ノ)は以 下の よ うに 定義 され る.
ay(4):y年4月 のPCの 月別 出荷 台数
ay(5)=Y『年5月 のPCの 月 別 出荷 台数
av(3):y+1年3月 のPCの 月別 出荷 台数

























本項では,外 部要因を考慮 した月変動モデルを提案する.こ れは,月 変動モデ
ル にタブレッ ト端末の出荷動向を反映させたモデルである.
この提案モデルでは,サ ポー ト終了の告知によりPCの 出荷台数が増加 し,サ
ポー ト終了後に反動で出荷台数が減少すると仮定する.す なわち,月 変動および
サポー ト終了の影響に加え,外 部要因としてタブ レッ ト端末の出荷動向の影響を
受 けると仮定し,それ以外の影響は受けない ものとする.た だ し,サ ポー ト終了











:時刻tに お け るPCの 出荷 台 数 に2012年度 の月 変 動 を考 慮 した値
:時刻tに お け る タブ レ ッ ト端末 の 出荷 台 数 に2012年度 の月 変 動 を
考 慮 した値
時刻tに お け るPCの 出荷 台数
時刻'に お け る タブ レッ ト端 末 の 出荷 台 数
:告知 を 開始 す る前 の2012年度 の ノ 月 のPCの 出荷 台数
(ノニ1,2,...,12)
:告知 を 開始 す る前 の2012年度 の ノ 月 の タブ レ ッ ト端 末 の出荷 台 数
(ノ=1,2,..、,12)
:告知 期 間 中 に タブ レ ッ ト端末 を利 用 し始 め た人 の うち,PCを 利 用 し
な くな った 人 の割 合(0≦」>1≦1)
サ ポー ト終 了 後 に タブ レ ッ ト端 末 を利 用 し始 め た 人 の うち,PCを 利
用 しな くな った 人 の割 合(0≦N2≦1)
な お,告 知 前 の 月別 出荷 台数 は告 知 時 に は既 に決 ま って い るた め,apc(ノ)および
aTB(ノ)は常 に定数 で あ る.ま た,Zpc(t)およびapc(ノ)ならび にZTB(t)および














と表 す こ とが で き る.上 記 のaPC(ノ)およびaT、(ノ)を組 み 込 む こ とで,サ ボv-一・+
ト終 了 の影 響 を受 け る以 前 の 月 ご との 売 上 実績 台 数 の 変 化 を表 現 す る こ とが 可 能
とな る、た だ し,4.2.1項で提 案 した月 変動 モ デ ル と異 な り,タ ブ レ ッ ト端 末 の 出
荷 台数 に 関 して,2012年度 以 前 の デ ー タが な い た め,2012年度 の デ ー タのみ を使
用 して月 変 動 を反 映 させ る.(4.7)式お よび(4.8)式を 用 い て算 出 したYpc(t)およ
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びYTB(t)がそれ ぞ れPCお よび タブ レッ ト端 末 の出荷 台 数 の予 測値 あ るい は推
定値 とな る.
ま た,パ ラ メー タ を
Bi:告知 期 間 中のZ丁、(のの増加 速 度
B2:告知 期 間 中のZpc(t)の増 加 速度
B3:サ ポ ー ト終 了後 のZTB(りの増 加 速 度
B4:サ ポ ー ト終 了後 のZpc(t)の減少 速 度
Si:告 知期 間 中の最 終 的 な 出荷 台数 に 関す るパ ラメー タ
S2=サ ポ ー ト終 了後 の最 終 的 な出荷 台 数 に関 す るパ ラ メー タ
とす る と,キ ャ ンペー ン の前 後 で微 分 方 程 式 は以 下 の よ うに表 され る.た だ し,
Zpcのお よびapc(ノ)ならび にZTB(t)およびaT、(ノ)の関係 は(4.5)式,(4.6)式,
(4.7)式ま た は(4.8)式に示 す 通 りで あ る.













4.3パ ラメー タ推 定
本節では,パ ラメータを推定 し,提案モデルを実データに当てはめ,十 分良い




4.3.1月変 動 モ デ ル を 用 い た パ ラ メh・一一タ 推 定
まず,表4,1に パ ラ メー タb,,b,,Siお よびS2の 推 定結 果 を示 す.Y,を
時刻tに お け るPCの 出荷 台数 の 実測 値 とす る と,パ ラ メー タb,,b,,S,お よ
びS、 は 以 下 の よ うに最 小 二 乗 法 を用 いて 当て は ま りの 良い も の を選 出 した.
minΣ(Y,一ア(の)2. (4.13)
次に,表4.2に月変動を反映するために使用 したデータの年度別のAICを示す.
AICはパ ラメータの数を考慮 したモデルの適合度の指標であ り,そ の値が小さい
ほどモデルの当てはま りが良いとされ る.告 知期間中の値に比べて,サ ポー ト終
了後の値が大きいのはデータ数が多いためである.告 知期間中のPCの 出荷動向
に関しては,2009年度のデータを使用 して月変動を反映 したモデルが最もAICが
小さく,サ ポー ト終了後のPCの 出荷動向に関しては,2007年度のデータを使用
して月変動を反映 したモデルが最 もAICが小 さくなった.
図4.4,図4.5,図4.6,図4.7,図4.8および図4.9に告知期間中における月変動
に2007年度,2008年度,2009年度,2010年度,2011年度および2012年度のデ












2007 0282 1,445 0,230 0,777
2008 0,100 2,096 0,182 0,812
2009 4,150 1,302 0,233 0,747
2010 0,028 3,449 O,193 0,678
2011 0,195 1,293 0,198 0,636
2012 0,198 L327 0,171 0,635
63
表4.2月変動モデルのAIC







間を表 している.推 定値および実測値の視察の結果,い ずれのモデル も当てはま
りが良いといえる.ま た,こ れ らの図を比較するとAICが最 も低かった2009年


































































































年度のデータを使用 した推定値および実測値 を示す.縦 軸は出荷台数,横 軸は月
ごとの時間を表 している.推 定値および実測値の視察の結果,い ずれのモデルも
当てはまりが良いといえるが,告 知期間中と比較すると当てはま りが良い とはい
えない.そ の理由として,告 知期間中およびそれ以前の出荷動向は1年 を通 して
増加傾 向にあったが,サ ポー ト終了後は減少傾 向にあ り,通常の月変動 と異なる
変動が生 じた可能性が考えられる.また,AICが最も低かった2007年度のデータ











-●一実 測 値 ・-e一推 定 値(2007年度)
　









一ト 実 測 値 一●一推 定値(2008年度)
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→ 一実 測値 一●一推 定値(2009年度)
0
譜聾聾 獣獣 熱爵鱒懸評無諭









































まず,表4.3に パ ラ メー タBi,B2,B3,B、,S,,S2,2>、お よびN2の 推
定 結果 を示 す.Xtお よびIY,を 時刻tに お けるPCお よび タブ レッ ト端 末 の 出
荷 台数 の 実測 値 とす る と,パ ラ メー タ と してBi,B,,B3,B4,Si,S2,N,お
よびN,を 以 下 の よ うに最 小 二乗 法 を用 い て 当て は ま りの 良い もの を選 出 した.
た だ し,タ ブ レッ ト端 末 の出荷 台 数 は 四 半期 デ ー タの み の た め,線 形 補 間 を行 う
こ とで月 次 デ ー タ の代 わ り と した.
minΣ(X,一 アTB(t))2,(4・14)
minΣ(Y,一 ア,c(t))2.(4.15)
次に,表4.4に提案モデルのAICを示す.先 述 した通 り,AICはパラメータの
数を考慮 したモデルの適合度の指標であり,そ の値が小さいほどモデルの当ては
ま りが良い とされる.ま た,比 較対象 として,同 じ過去年度データで月変動を表
した月変動モデル(Yニ2012)のAICも示す.表4.4に示す ように,外 部要因 とし
表4.3外部要因を考慮した月変動モデルのパラメー タの推定結果
告知期間中
翁 亀 9、 亙
0,052 0,107 2397 1,000
サポー ト終了後
亀 亀 亀 私




月 変 動 モ デル(γ=2012) 150.14 388.80
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てタブレッ ト端末の出荷動向を考慮 しなかったモデルと比較すると,告知期間中
ではほとん ど変わらず,サ ポー ト終了後ではAICが大きくなっている.特 にサポ
ー ト終了後では1》、の値が非常に小 さくなってお り,タブレッ ト端末の出荷動向
による影響が非常に小さくなっていることが示 された.し たがって,月 変動モデ
ル よりパ ラメータ数の多い外部要因を考慮 した月変動モデルのAICが 高 くなっ
た と考えられ る,
図4.16に告知期間中に外部要因を考慮 した月変動モデルを用いた推定値お よ
び実測値を示す.縦 軸は出荷台数 横軸は月ごとの時間を表 している.推 定値お
よび実測値の視察の結果,当 てはまりは悪 くない といえる.
図4.17にサポー ト終了後に外部要因を考慮 した月変動モデルを用いた推定値
お よび実測値を示す.縦 軸は出荷台数 横軸は月ごとの時間を表 している.推 定
値および実測値の視察の結果,当 てはま りは悪 くない といえる.ま た,AICで大






























本 節 で は,4.2節で提 案 した2つ の微 分 方程 式 モ デ ル を予 測 へ適 用 す る.ま た,
算 出 した 予 測 値 を も とに提 案 した2つ の微 分 方 程 式 モ デ ル を評 価 す る.
表4.5にパ ラ メー タbl,b,,S1お よびSユ の推 定 結 果 表4.6にパ ラメー タ
Bl,B2,B3,B4,S、,S2,Nlおよび1>2の 推 定結 果 を示 す.パ ラ メー タの推
定方 法 は4.3節と同 じ く,最 小 二乗 法 を用 い た.た だ し,告 知 期 間 中は2013年4
月 か ら2013年9AのPCの 国 内 出荷 台 数 デ ー タを使 用 してパ ラ メー タ を推 定 し,
2013年10月か ら2014年3月 のPCの 出荷 台 数 を予 測す る.同 様 に,サ ポ ー ト終
了 後 は2014年4月 か ら2015年3月 のPCの 国 内出 荷 台数 デー タ を使 用 して パ ラ
メー タ を推 定 し,2015年4月 か ら2016年12月のPCの 出荷 台 数 を予 測 す る.
本 研 究 の 予 測 結果 の評 価 指 標 に はMAPEを 用 い る.IY,を時刻tに お け るPC















2007 2,491 L188 0,402 0,861
2008 0,326 1,401 0,751 1,003
2009 3518 1,310 O」86 0,682
2010 27,278 1,056 0,473 0,795
2011 1,660 0,973 0,391 0,739




禽 剃 8, 亙
0,046 0,337 2,270 1,000
サポー ト終了後
& 亀 亀 醜
αOlO 0,588 0,908 0,064
図4.18,図4.19,図4.20,図4.21,図4.22および 図4.23に告 知 期 間 中 にお い て
月 変動 モデル に2007年度,2008年度,2009年度2010年 度,2011年度 お よび
2012年度 のデ ー タ を使 用 した予 測 結果 を 示す.縦 軸 は 出荷 台数,横 軸 は月 ご との
時 間 を表 して い る.図4,18,図4、19,図4.20,図4.21,図4.22および 図423よ
り,全 体 と して概 ね 予 測 で き てい る よ うに見 え る.特 に,月 変 動 に2009年度 のデ
ー タ を使 用 して算 出 した予測 値 は実 測値 とほ とん ど違 い が ない よ うに見 え,よ く
予 測 で きて い る.ま た,予 測 値 の ほ とん どにお い て実 測値 を 下回 る傾 向 が あ る.
図4.24に告 知 期 間 中に おい て外 部 要 因 を考 慮 した 月 変 動 モデ ル を用 いた 予 測
結 果 を示す.縦 軸 は 出荷 台数,横 軸 は月 ご との 時 間 を表 して い る.月 変 動 モ デ ル
と同 じ よ うに全 体 的 に実測 値 を下 回 っ てい るが,月 変 動 モ デル よ りも予 測 値 が低
く見 え る.こ れ は タブ レッ ト端 末 の 出荷 動 向 の影 響 を受 け る とい う仮 定 が原 因 だ












実測 値 一一一 予測 値(2007年度>
0
























































実 測値 一一一 予測 値(2011年度)
0



















































び2012年度のデータを使用 した予測結果 を示す.縦軸は出荷台数,横 軸は月 ごと




予測結果を示す.縦 軸は出荷台数 横軸は月ごとの時間を表 している.月 変動モ
デル と同様 に概ね予測できているように見える.し か し,時 間の経過 とともに実
























































































● サポー ト終了後においては全ての提案モデルがAR工MAモデル よりも予測
精度が高かった.
● 外部要因を考慮 した月変動モデル と同 じ2012年度のA変 動を反映 した月
変動モデル(Yニ2012)を比較するとサポー ト終了後では外部要因を考慮 し
た月変動モデルの予測精度のほ うが高かった.
また,こ れ らのことから,サ ポー ト終了後のある期間まではタブレッ ト端末の出
荷動向の影響を受けていた可能性が考えられ る.
外部要因を考慮 した月変動モデルについて,本 研究においてはタブ レッ ト端末






.月変 動 モ デ ル(y=2009) 2.00 15.41
月変動モデル(y=2010) 20.91 2458
月 変 動 モ デ ル(ア=2011) 20.12 21.77
.月変 動 モ デ ル(r=2012) 19.48 26.25
外部要因を考慮した月変動モデル 30.68 2L74
一
ARIMAモ ァ ル 2251 69.62
予測の結果 より,外部要因を考慮 しないモデルのほ うが出荷台数動向の表現に有







本研究では,飲 食店利用者および国内PC市 場の2つ の対象に対 して微分方程
式モデルを提案 し,そ の妥当性を検証 した.ま た,提 案モデルを予測に適用 し,
数値実験により評価 を行った.
第3章 では,飲 食店利用者に対して,顧 客の状態を定義することで4つ の微分
方程式を提案 した.パ ラメータ推定の結果および式の複雑 さより,本研究の実験
の範囲内では,固 定層統一利用状態モデルが最 も利用者動向の表現に有効である
ことを示 した.ま た,固 定層利用状態モデルに含まれているパ ラメータと新規店
舗の特性値の関係性 を導出し,価格が高いほど継続的な利用は しにくいこと,ア




第4章 では,国 内PC市場に対 して,WindowsXPのサポー ト終了が影響を与え
ると仮定 し,外部要因の考慮の有無により2つの微分方程式モデルを提案 した.
月変動モデルは,月 変動を表現するのに使用するデータの年度によって6つ の値
を導出したが,パ ラメータ推定の結果およびAICの値 より,いずれの場合 もPC
の国内出荷動向を表現できていることが示 された.ま た,本 研究の実験の範囲内
では,外 部要因を考慮 した月変動モデル と比較 し,月変動モデルのほ うが出荷台
数動向の表現に有効であることを示 した.特に,告知期間中は2009年度のデータ
を使用 し,サ ポー ト終了後は2007年度のデ・一一Lタを使用 した月変動モデルが特に
良い当てはま りを示 した.提案 したモデルを予測に適用 した結果,2009年度のデ
ータを使用 した月変動モデルがwindowsXPのサポー ト終了前後 どちらの期間に
おいても最も予測精度が高かった.ま た,推 定したパラメータの値か ら外部要因
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としてのタブレッ ト端末の出荷動向の影響が非常に小 さいことを示 した.
5.2今後 の課題
本節では,今 後の課題について述べる.
第3章 で提案 した層別利用状態モデルの熱 しやす さを表すパラメータb,は新規
店舗の特性値か ら推定するにいた らなかった.今 回提示 した店舗の特性値は全て
定量的な要因であったが,料 理の味や接客態度等の定性的な要因を考慮 した上で
パラメータに与える影響を検討することによって推定できるようになる可能性が
考えられる.ま た,今 回は利用客が固定 されてお り,閉鎖的で狭い商圏を対象 と
したが,よ り広いマーケットを対象に今回 と同様の結果が得 られるかを検討す る
ことが今後の課題 として挙げ られる.
第4章 で提案 した外部要因を考慮 した月変動モデルは,パ ラメータの推定に使
用 したタブレッ ト端末の出荷台数データが四半期 ごとのデータを線形補間するこ
とによって得たものであった.一般社団法人電子情報技術産業協会(JEITA)より
得 られたデータが月次データであれば異なる結果を示 していた可能性が考えられ
る.ま た,本 研究で提案 したモデルはサポー ト終了前後で期間を分けたが,サ ポ
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